


 プラスチック生産量と廃棄量の増大
• 1950年以降生産されたプラスチックは83億トンを超え、63億トンがごみとして廃棄された
• 回収されたプラスチックごみの79％が埋立 あるいは 海洋等へ投棄されている
• リサイクルされているプラスチックは9％に過ぎない
• 現状のペースでは、2050年までに120億トン以上のプラスチックが埋立・自然投棄される

図1：プラスチック生産量と廃棄量 図2：プラスチック廃棄量の予測

出所）Geyer, R., Jambeck, J. R., & Law, K. L. (2017). Production, use, and fate of all plastics ever made. Science advances, 3(7), e1700782.

世界のプラスチック生産量及び廃棄量
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 2018年6月に発表されたUNEPの報告書『シングルユースプラスチック』によれば、プラスチック生
産量（2015）を産業セクター別にみると、容器包装セクターのプラスチック生産量が最も多く、全
体の36％を占めている

 各国の１人あたりプラスチック容器包装の廃棄量を比較すると、日本の人口1人あたりのプラス
チック容器包装の廃棄量は、米国に次いで多い

出所）UNEP “SINGLE-USE PLASTICS” (2018)

図：産業セクター別の世界のプラスチック生産量
（2015）

図：人口1人あたりプラスチック容器包装廃棄量

（三菱総合研究所作成）

「SINGLE-USE PLASTICS」（UNEP報告書）
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一般社団法人 プラスチック循環利用協会 資料より抜粋

プラスチックのマテリアルフロー図（2017年）
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＜中国政府の動き＞

 2017年7月：「固体廃棄物輸入管理制度改革実施案」を公表

 一部の地域で環境保護を軽視し、人の身体健康と生活環境に対して重大な危害をもたらしている実態
を踏まえ、固体廃棄物の輸入管理制度を十全なものとすること、固体廃棄物の回収、利用、管理を強
めることなどを基本的な思想とし、以下の点を盛り込む

• 2017年末までに環境への危害が大きい固体廃棄物の輸入を禁止する

• 2019年末までに国内資源で代替可能な固体廃棄物の輸入を段階的に停止する

• 国内の固体廃棄物の回収利用体制を早急に整備し、健全な拡大生産者責任を構築し、生活ゴミ
の分別を推進し、国内の固体廃棄物の回収利用率を高める

 2017年8月：「輸入廃棄物管理目録」の公表（施行日：2017年12月31日）

 非工業由来の廃プラスチック（8品目）、廃金属（バナジウム）くず（4品目）などの4類24種の固体
廃棄物を「固体廃棄物輸入禁止目録」に追加

 2018年4月：固体廃棄物の段階的な輸入停止方針を公表

 2018年12月末に、工業由来の廃プラスチック、廃電子機器、廃電線・ケーブル等の輸入を停止する

＜タイ政府の動き＞

 2018年6月：電子廃棄物や廃プラスチックの輸入制限を強化

 廃プラスチックの違法輸入業者に対して、取締り強化するとともに、新規輸入許可手続の停止を実施。併せて、廃
プラスチックの輸入を一律禁止にする検討の方針

アジア諸国による輸入規制

＜マレーシア政府の動き＞
 2018年9月：10月23日以降、廃プラスチック1トンにつき15リンギットを課税すると発表
 輸入許可基準が追加され、より厳格化。MIDA（マレーシア投資開発局）の承認も必要









○ 都道府県及び廃棄物処理法で定める政令市の産業廃棄物主管部局並びに廃プラスチック類の産業廃棄物処
理業（中間処理・最終処分）の許可を有している優良認定業者（※）を対象にアンケートを実施。

○ 実施期間：令和元年８～９月（令和年７月末時点の状況について回答依頼）

※ 通常の許可基準よりも厳しい基準（遵法性、事業の透明性、環境配慮の取組、電子マニフェストの利用及び財務体質の健全性）に適合した優良
な産業廃棄物処理業者を、都道府県・政令市が審査して認定する制度（優良産廃処理業者認定制度）の認定業者のこと。

○ 平成29年末より、中華人民共和国において実施されている使用済プラスチック等の輸入禁止措置等の影響に
よる国内の産業廃棄物処理のひっ迫を受け、平成30年８月、平成31年３月にアンケート調査を行ったところであ
るが、処理施設の処理能力のひっ迫の状況が解消したとの声は寄せられていない。

○ こうした状況を踏まえ、改めて国内の状況を把握し、廃棄物の適正処理を推進するため、都道府県等及び廃棄
物処理業者に対し、廃棄物の輸入規制等に係る影響等についてアンケート調査を行ったもの。

１．調査の概要
背景と目的

実施状況

都道府県及び政令市向け 処理業者向け

アンケート
対象数

126

（都道府県 47、 政令市 79）
605

回収数
(回収率)

126（100.0％）

（都道府県 47、 政令市 79）
185（30.6%）
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外国政府による廃棄物の輸入規制等に係る影響等に係る調査結果



























４．調査結果の総括と今後の対応
（調査結果の総括）

○ 外国政府の輸入規制等の影響による廃プラスチック類の不法投棄は、令和元年７月末時点では、本アン
ケートに回答いただいた自治体においては確認されていない。

○ 一方、依然として一部地域において上限超過等の保管基準違反がみられることなどから、引き続き、廃プラ
スチック類の適正処理に支障が生じたり、不適正処理事案が発生する懸念がある状況が継続。

（今後の対応）

○ 外国政府の動向も踏まえながら、引き続き廃プラスチック類の処理のひっ迫状況や不法投棄等に関する実
態把握及び自治体を含めた情報共有を進めていく。

○ 加えて、以下の対策を進めているところ。

① ５月31日に策定した「プラスチック資源循環戦略」に基づき、プラスチックの資源循環を促進。
② 廃プラスチック類のリサイクル施設等の処理施設の整備を速やかに進め、国内資源循環体制を構築。
③ 事前協議制等の域外からの産業廃棄物の搬入規制を行っている自治体に対し、搬入規制の廃止、緩

和又は手続の合理化、迅速化を促す。
④ 排出事業者に対し、適正な対価の支払いを含めた適正処理の推進について周知するとともに、自治体に

対して排出事業者への指導の強化を依頼。
⑤ 緊急避難措置として、市町村に対し、ごみ処理施設等での廃プラスチック類の受入れを積極的に検討す

るよう依頼。
⑥ 優良認定処分業者での保管量の上限を引上げ（処理能力×14日分→28日分）（９月実施

済）し、優良認定業者による処理を推進。
⑦ 我が国が主宰する有害廃棄物の輸出入に関するアジアネットワークのワークショップ等に

おいて、汚れたプラスチックの輸入規制にについて意見交換を行い、国内対応の立案に活か
していく。 22

外国政府による廃棄物の輸入規制等に係る影響等に係る調査結果











• 1980年代に入り、ヨーロッパの先進国からの廃棄物がアフリカの開発途
上国に放置されて環境汚染が生じるなどの問題が発生。

• 国連等で検討が行われた後、1989年３月、一定の有害廃棄物の国境を
越える移動等の手続き等について規定した「バーゼル条約」が作成され
た。

※有害廃棄物の国境を越える移動及びその処分の規制に関するバーゼル条約

• 1992年５月５日効力発生。2018年７月現在、締約国数は186か国、EU
（米国は締約国ではない）。

• 我が国は、1993年９月17日に同条約への加入書を寄託し、同条約は同
年12月16日に我が国について効力を生じた。

バーゼル条約設立の経緯
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• 有害廃棄物の輸出入を規制

– 有害廃棄物の国内処理の原則

– 輸出する際の事前通告・同意取得の義務

– 不法取引が行われた際の輸出国の再輸入等の義務

輸出国 輸入国

１ 事前通告

２ 同意回答

３ 輸出

バーゼル条約に基づく手続き
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個人、消費者

○ 取組やアイディアの写真・コメントをSNS（Instagram・ facebook・Twitter等）で

「＃プラスチックスマート」 とタグをつけて投稿

自治体、NGO、企業など

○ キャンペーンサイト（http://plastics-smart.env.go.jp/) にアクセスし、取組を登録

○ 共通ロゴマークをダウンロード → ニュースリリース・商品カタログ・名刺などにロゴを付けてPR

【取組・アイディアの例】

 ごみ拾いイベントに参加した

 マイバッグやマイボトルを活用し、ワンウェイのプラスチックの使用を控えた
 ワンウェイのプラスチックの使用削減につながる知恵・アイディア

我が国で開催するＧ20の機会やソーシャルメディアなどを通じて、国内外に発信

【取組の例】

 〔自治体〕 ごみゼロの日（5月30日）や環境月間（6月）での一斉ごみ清掃活動

 〔ＮＧＯ〕 海や川のプラスチックごみの回収
 〔企業〕 リサイクル材を使用した製品、その回収・リサイクル

キャンペーン参加方法
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ご清聴ありがとう
ございました


